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資料63　防衛施設周辺地域の生活環境の整備などの施策の概要�

（障害などの原因）　　（障害などの態様）　（施策の内容）�

　　　　　　　　　　  演習場の荒廃など　　　障害防止工事の助成�

　　　　　　　　　　　　　（騒音防止工事）学校、病院などの防音工事の助成�

  自衛隊などの行為　　　　　　第１種区域　　住宅の防音工事の助成（注１）�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  移転などの補償　　移転先地の公共施設の整備の助成�

　　　　　　　　　　  騒音　　第２種区域�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  土地の買入れ　　　買い入れた土地の無償使用�

　　　　　　　　　　　　　　  第３種区域　　緑地帯の整備など�

　　　　　　　　　　  農林漁業などの事業経営上の損失（自衛隊の行為によるものに限る。）　　　損失の補償（注２）�

　　　　　　　　　　  生活又は事業　　　
民生安定施設の整備の助成�　　　　　　　　　　  活動の阻害�  防 衛 施 設 の�

  設 置 ・ 運 用�　　　　　　　　　　  生活環境又は開　　特定防衛施設　　
特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付

�

　　　　　　　　　　  発に及ぼす影響　　関連市町村�

（注１）１　第１種区域、第２種区域、第３種区域�
　　　　　　　　飛行場などの周辺で航空機の騒音に起因する障害の度合に応じて次のように定める。�
　　　　　　　　　第１種区域：75WECPNL以上の区域�
　　　　　　　　　第２種区域：第１種区域内で、90WECPNL以上の区域�
　　　　　　　　　第３種区域：第２種区域内で、95WECPNL以上の区域�
　　　　２　WECPNL（Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level、加重等価継続感覚騒音レベル）�
　　　　　　　　特に夜間の騒音を重視して、音響の強度のほかにその頻度、継続時間などの諸要素を加味して、人の生活に与える影響を評価する�
　　　　　　　　航空機騒音の単位である。�

（注２）　在日米軍などの行為によるものについては、「日本国に駐留するアメリカ合衆国軍隊等の行為による特別損失の補償に関する法律」（1953年�
　　　　制定）により損失の補償を行っている。�
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参照条文

日本国憲法（抄）
第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に

希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行

使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄す

る。

②　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを

保持しない。国の交戦権は、これを認めない。

第六十六条 内閣は、法律の定めるところにより、その首長たる

内閣総理大臣及びその他の国務大臣でこれを組織する。

②　内閣総理大臣その他の国務大臣は、文民でなければならない。

③　内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を

負ふ。

日米安全保障条約第五条
第五条 各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、い

ずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うく

するものであることを認め、自国の憲法上の規定及び手続に従

つて共通の危険に対処するように行動することを宣言する。

前記の武力攻撃及びその結果として執つたすべての措置は、

国際連合憲章第五十一条の規定に従つて直ちに国際連合安全保

障理事会に報告しなければならない。その措置は、安全保障理

事会が国際の平和及び安全を回復し及び維持するために必要な

措置を執つたときは、終止しなければならない。

日米安全保障条約第六条
第六条 日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和

及び安全の維持に寄与するため、アメリカ合衆国は、その陸軍、

空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを

許される。

前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊

の地位は、千九百五十二年二月二十八日に東京で署名された日

本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第三条に基く行政
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協定（改正を含む。）に代わる別個の協定及び合意される他の取

極により規律される。

自衛隊法第七条
（内閣総理大臣の指揮監督権）

第七条 内閣総理大臣は、内閣を代表して自衛隊の最高の指揮監

督権を有する。

自衛隊法第七十六条
（防衛出動）

第七十六条 内閣総理大臣は、我が国に対する外部からの武力攻

撃（以下「武力攻撃」という。）が発生した事態又は武力攻撃が

発生する明白な危険が切迫していると認められるに至つた事態

に際して、我が国を防衛するため必要があると認める場合には、

自衛隊の全部又は一部の出動を命ずることができる。この場合

においては、武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並び

に国及び国民の安全の確保に関する法律（平成十五年法律第七

十九号）第九条の定めるところにより、国会の承認を得なけれ

ばならない。

２　内閣総理大臣は、出動の必要がなくなつたときは、直ちに、

自衛隊の撤収を命じなければならない。

自衛隊法第七十七条の四
（国民保護等派遣）

第七十七条の四 防衛大臣は、都道府県知事から武力攻撃事態等

における国民の保護のための措置に関する法律第十五条第一項

の規定による要請を受けた場合において事態やむを得ないと認

めるとき、又は武力攻撃事態等対策本部長から同条第二項の規

定による求めがあつたときは、内閣総理大臣の承認を得て、当

該要請又は求めに係る国民の保護のための措置を実施するため、

部隊等を派遣することができる。

２ 防衛大臣は、都道府県知事から武力攻撃事態等における国民の

保護のための措置に関する法律第百八十三条において準用する同

法第十五条第一項の規定による要請を受けた場合において事態や

むを得ないと認めるとき、又は緊急対処事態対策本部長から同法第

百八十三条において準用する同法第十五条第二項の規定による求

めがあつたときは、内閣総理大臣の承認を得て、当該要請又は求め

に係る緊急対処保護措置を実施するため、部隊等を派遣することが

できる。

自衛隊法第八十二条の二
（弾道ミサイル等に対する破壊措置）

第八十二条の二 防衛大臣は、弾道ミサイル等（弾道ミサイルそ

の他その落下により人命又は財産に対する重大な被害が生じる

と認められる物体であつて航空機以外のものをいう。以下同じ。）

が我が国に飛来するおそれがあり、その落下による我が国領域

における人命又は財産に対する被害を防止するため必要がある

と認めるときは、内閣総理大臣の承認を得て、自衛隊の部隊に

対し、我が国に向けて現に飛来する弾道ミサイル等を我が国領

域又は公海（海洋法に関する国際連合条約に規定する排他的経

済水域を含む。）の上空において破壊する措置をとるべき旨を命

ずることができる。

２　防衛大臣は、前項に規定するおそれがなくなつたと認めると

きは、内閣総理大臣の承認を得て、速やかに、同項の命令を解

除しなければならない。

３　防衛大臣は、第一項の場合のほか、事態が急変し同項の内閣

総理大臣の承認を得るいとまがなく我が国に向けて弾道ミサイ

ル等が飛来する緊急の場合における我が国領域における人命又

は財産に対する被害を防止するため、防衛大臣が作成し、内閣

総理大臣の承認を受けた緊急対処要領に従い、あらかじめ、自

衛隊の部隊に対し、同項の命令をすることができる。この場合

において、防衛大臣は、その命令に係る措置をとるべき期間を定

めるものとする。

４　前項の緊急対処要領の作成及び内閣総理大臣の承認に関し必

要な事項は、政令で定める。

５　内閣総理大臣は、第一項又は第三項の規定による措置がとら

れたときは、その結果を、速やかに、国会に報告しなければな

らない。

自衛隊法第八十三条
（災害派遣）

第八十三条 都道府県知事その他政令で定める者は、天災地変そ

の他の災害に際して、人命又は財産の保護のため必要があると

認める場合には、部隊等の派遣を防衛大臣又はその指定する者

に要請することができる。

２　防衛大臣又はその指定する者は、前項の要請があり、事態や

むを得ないと認める場合には、部隊等を救援のため派遣するこ

とができる。ただし、天災地変その他の災害に際し、その事態

に照らし特に緊急を要し、前項の要請を待ついとまがないと認

められるときは、同項の要請を待たないで、部隊等を派遣する

ことができる。

３　庁舎、営舎その他の防衛省の施設又はこれらの近傍に火災そ

の他の災害が発生した場合においては、部隊等の長は、部隊等

を派遣することができる。

４　第一項の要請の手続は、政令で定める。

５　第一項から第三項までの規定は、武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律第二条第四項に規定する武

力攻撃災害及び同法第百八十三条において準用する同法第十四

条第一項に規定する緊急対処事態における災害については、適

用しない。

自衛隊法第九十六条の二
（防衛秘密）

第九十六条の二 防衛大臣は、自衛隊についての別表第四に掲げ

る事項であつて、公になつていないもののうち、我が国の防衛

上特に秘匿することが必要であるもの（日米相互防衛援助協定

等に伴う秘密保護法（昭和二十九年法律第百六十六号）第一条

第三項に規定する特別防衛秘密に該当するものを除く。）を防衛

秘密として指定するものとする。

２　前項の規定による指定は、次の各号のいずれかに掲げる方法

により行わなければならない。

一　政令で定めるところにより、前項に規定する事項を記録す

る文書、図画若しくは物件又は当該事項を化体する物件に標

記を付すこと。

二　前項に規定する事項の性質上前号の規定によることが困難

である場合において、政令で定めるところにより、当該事項

が同項の規定の適用を受けることとなる旨を当該事項を取り

扱う者に通知すること。

３　防衛大臣は、自衛隊の任務遂行上特段の必要がある場合に限

り、国の行政機関の職員のうち防衛に関連する職務に従事する
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者又は防衛省との契約に基づき防衛秘密に係る物件の製造若し

くは役務の提供を業とする者に、政令で定めるところにより、

防衛秘密の取扱いの業務を行わせることができる。

４　防衛大臣は、第一項及び第二項に定めるもののほか、政令で

定めるところにより、第一項に規定する事項の保護上必要な措

置を講ずるものとする。

（資料75参照）

自衛隊法第九十七条
（都道府県等が処理する事務）

第九十七条 都道府県知事及び市町村長は、政令で定めるところ

により、自衛官の募集に関する事務の一部を行う。

２　防衛大臣は、警察庁及び都道府県警察に対し、自衛官の募集

に関する事務の一部について協力を求めることができる。

３　第一項の規定により都道府県知事及び市町村長の行う事務並

びに前項の規定により都道府県警察の行う協力に要する経費は、

国庫の負担とする。

自衛隊法第百二十二条
第百二十二条 防衛秘密を取り扱うことを業務とする者がその業

務により知得した防衛秘密を漏らしたときは、五年以下の懲役

に処する。防衛秘密を取り扱うことを業務としなくなつた後に

おいても、同様とする。

２　前項の未遂罪は、罰する。

３　過失により、第一項の罪を犯した者は、一年以下の禁錮
こ

又は

三万円以下の罰金に処する。

４　第一項に規定する行為の遂行を共謀し、教唆し、又は煽
せん

動し

た者は、三年以下の懲役に処する。

５　第二項の罪を犯した者又は前項の罪を犯した者のうち第一項

に規定する行為の遂行を共謀したものが自首したときは、その

刑を減軽し、又は免除する。

６　第一項から第四項までの罪は、刑法第三条の例に従う。

自衛隊法別表第四
別表第四 （第九十六条の二関係）

一　自衛隊の運用又はこれに関する見積り若しくは計画若しく

は研究

二　防衛に関し収集した電波情報、画像情報その他の重要な情

報

三　前号に掲げる情報の収集整理又はその能力

四　防衛力の整備に関する見積り若しくは計画又は研究

五　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物（船舶を

含む。第八号及び第九号において同じ。）の種類又は数量

六　防衛の用に供する通信網の構成又は通信の方法

七　防衛の用に供する暗号

八　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれ

らの物の研究開発段階のものの仕様、性能又は使用方法

九　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれ

らの物の研究開発段階のものの製作、検査、修理又は試験の

方法

十　防衛の用に供する施設の設計、性能又は内部の用途（第六

号に掲げるものを除く。）

国際連合憲章第五十一条
この憲章のいかなる規定も、国際連合加盟国に対して武力攻撃が

発生した場合には、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持に

必要な措置をとるまでの間、個別的又は集団的自衛の固有の権利を

害するものではない。この自衛権の行使に当つて加盟国がとつた措

置は、直ちに安全保障理事会に報告しなければならない。また、こ

の措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持又は回復の

ために必要と認める行動をいつでもとるこの憲章に基く権能及び責

任に対しては、いかなる影響も及ぼすものではない。
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